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行政の透明化に向けて 
 
すべての決定の基礎は、情報にあります。政府が持つ情報を開放し、国民がそ

の情報を共有して行政に参画する機会を持つことは、健全な民主主義の発展を

支えるものであり、国民的目線で行政全般のあり方を見直す「行政刷新」の基

本です。 
 
私たちは、「事業仕分け」や各府省における「行政事業レビュー」など、政策

の意思決定過程を透明化する“新たな動き”を進めています。意思決定過程の

透明化は、より広く国民の行政への参加を促すと共に、公正な意思決定にもつ

ながります。 
 
外務省で、いわゆる「密約」の存在を裏付ける文書が発見されました。外交・

安全保障上、“公にしない”という高度な政策判断の余地があるのは否定しま

せん。しかし、そのような高度な政策判断が下されたのであれば、後世に十分

な検証を行い、非公開としたことの是非を評価すべきです。重大な政策の意思

決定は、次代の批判に晒されるべきであって、歴史がその審判を下すことにな

るでしょう。 
 
行政刷新の第一歩は、行政の「無謬性」を過去のものとすることです。「行政

は過ちを犯さない」という考えこそが、「由らしむべし知らしむべからず」と

いう姿勢となって、不透明な意思決定過程につながってきたのではないでしょ

うか。検証が不可能であるということと、誤りがないということは、全く異な

るものです。より公正で、効率的な行政を実現するとともに、国民の政府への

信頼を回復するためにも、まずは行政の活動を透明化することが必要なのです。 
 
平成１３年に「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」が施行され、平

成１６年の「情報公開法の制度運営に関する検討会」において、情報公開制度

全般にわたる検討が行われました。しかし、残念ながら、情報公開法の改正に

は至りませんでした。 
 
「行政透明化検討チーム」では、この法律をはじめとする関係法令が「国民の知る権

利」を保障したものであることを確認し、かつ事後の救済手続の公正を担保するため

の見直しの方向性を示したいと思います。そして、さらなる情報の公開を国民に保障

すべく、国民の皆さんからの意見を受け止めつつ、「真に開かれた行政」を実現して

いく所存です。 
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